
 

１ ． 災害に 強い ひと づく り （ 地域防災計画○風 ○震 ･･･予防-第１ 節関連）  

１ 市民総ぐ る み防災訓練 

２ 防災マ ス タ ー育成プ ロ グ ラ ム  

３ 水防訓練 

４ 各種防災訓練 

５ 火災想定訓練 

６ 大野城心の ふる さ と 館に おけ る 総合避難訓練 

７ すこ やか 交流プ ラ ザ に おけ る 防災訓練（ 部分訓練）  

８ 市立保育所に おけ る 避難・ 防災訓練 

９ 出前講座 

10 防災用品、 備蓄品展示 

11 防災パ ネ ル 展 

12 災害活動等助成金 

13 こ こ ふる シ ョ ッ プ  

14 オ リ ジ ナ ル 防災ボ ト ル の 販売 

15 ア ス カ ーラ おで か け 教室（ 男女平等推進セ ン タ ー事業）  

16 中学生被災地派遣研修 

 

２ ． 災害に 強い ま ち づく り （ 地域防災計画○風 ○震 ･･･予防-第２ 節関連）  

17 戸別受信機（ 災害情報伝達シ ス テ ム ） の 貸与 

18 路面下空洞調査事業 

19 橋梁長寿命化修繕事業  

20 急傾斜地崩壊対策事業 

21 農業用た め 池劣化状況等評価事業 

22 日の 浦池線整備事業 

23 中川久保線整備事業 

24 空き 家等異動調査業務 

25 ブ ロ ッ ク 塀等撤去費補助事業  

26 耐震改修促進啓発事業 

 

３ ． 各種災害別対策（ 地域防災計画○風 ･･･予防-第３ ・ ４ 節、○震 ･･･予防-第２ ・ ４ 節関連）  

27 雨水整備事業  

28 瓦田浄水場浸水対策事業 
29 配水管等整備更新事業  

 30 市庁舎新館４ 階非常用電源等整備工事  

令和６ 年度 防災・ 減災への 取組み 

 



 

４ ． 応急活動体制の 整備 （ 地域防 災計 画○風 ･･･予防-第４ 節、 ○震 ･･･予 防-第３ 節関連） 

 31 大規模災害時応援協定の 推進 

 32 災害情報等配信サ ービ ス  
 

５ ． 避難体制の 整備 （ 地域防災計画○風 ･･･予防-第５ 節、 ○震 ･･･予防-第４ 節関連）  

33 災害用備蓄品購入 

34 備蓄計画見直し  

35 屋内運動場改修事業 

36 指定避難所空調整備事業 

 

６ ． 要配慮者等の 支援体制の 整備 

（ 地域防災計画○風 ･･･予防-第８ 節、 ○震 ･･･予防-第６ 節関連）  

 37 大野城市避難行動要支援者支援制度 

 38 避難行動要支援者見守り マ ッ プ の 作成 

 

７ ． 市民生活安定の た め の 支援 

（ 地域防災計画○風 ･･･復旧復興-第３ 節、 ○震 ･･･復旧復興-第３ 節関連）  

 39 ク ラ ウ ド 型被災者支援シ ス テ ム 運用事業 

 

８ ． 原子力災害対策 （ 地域防災計画○原 ･･･第２ 章原子力災害対策計画-第１ 節関連）  

40 小型放射線測定器に よ る 定点観測 



防災・ 減災に関する 各課での取り 組みについて
１ ． 災害に強いひと づく り

事業名: 市民総ぐ る み防災訓練 風 予 - 4

目的・ 概要 震 予 - 4

原 -

危機管理課1

事業名・ 目的・ 概要 内容およ び成果 記載箇所

令和6年11月30日（ 土） に、 以下の内容で訓練実施。

市内一斉緊急地震速報対応訓練（ シェ イ ク アウ ト 訓練） ・ 逃げタ オル

　 地震発生時の安全確保行動を 市内全域で行う 市民一斉参加型の防災行動訓練と する 。 緊急地震速報に合わせて、 自宅や

学校、 ある いは職場など その時にいる 場所で、 地震の際の安全確保行動1-2-3「 ま ず低く 、 頭を 守り 、 動かない」 を 実施す

る 。 その後は、 逃げタ オル運動を 実施。

指定避難所開設･運営訓練（ 公民館）

　 市内28箇所の公民館において、 各区自主防災組織と 市避難対策班員によ る 避難所開設・ 運営訓練を 実施。 住民は、 各区

に設定さ れている 一時避難場所に避難し 、 身の安全を 確保し た後避難所（ 公民館） へ移動。 自主防災組織は、 避難住民の

受け入れ（ 受付や部屋割り ） を 実施。 受け入れ終了後には、 集ま っ た住民に対し て消火訓練や避難所用資機材の取り 扱

い、 防災ビ デオの上映など 、 各自主防災組織が企画し た防災啓発講座を 実施。

　 行政・ 学校と 防災機関、 団体及び

地域住民が一体と なっ て防災訓練を

行い、 災害時の連携強化及び防災技

術の向上並びに市民の防災意識の高

揚を 図る 。

テーマ別指定避難所開設･運営訓練（ コ ミ ュ ニティ セン タ ー）

　 今年度は、 市内４ 箇所のコ ミ ュ ニティ セン タ ーそれぞれが異なる テーマでの避難所開設・ 運営訓練を 実施。 それぞれの

テーマを 所管する 市の各班が、 避難対策班及びコ ミ ュ ニティ セン タ ーの指定管理者である NPO法人共働のま ち大野城の職

員と 合同で訓練を 実施し た。

・ 北コ ミ ュ ニティ セン タ ー: ペッ ト 同行避難者の受け入れを 実施。 実際にペッ ト を 飼っ ている 住民から の協力を 受け、 受

け入れス ペース など を 検討し た。

・ 東コ ミ ュ ニティ セン タ ー: 外国人避難者受け入れを 実施。 大野城市国際交流協会と 、 災害時応援協定に基づく 応援要請

の手順の確認や、 実際に避難者と し て来場し た外国人への対応など の訓練を 実施し た。

・ 南コ ミ ュ ニティ セン タ ー: 医療救護所開設・ 運営訓練を 実施。 筑紫医師会から 推薦・ 派遣さ れた医師・ 看護師と 共に、

災害時応援協定に基づく 応援要請の手順の確認や、 負傷者（ 役） と し て避難し てき た住民への対応を 実施し た。

・ 中央コ ミ ュ ニティ セン タ ー: 福祉避難所開設・ 運営訓練を 実施。 各避難所（ 公民館） で発生し た要配慮者（ 役） の住民

を 、 福祉避難所へ移送。 福祉避難所では、 大野城市社会福祉協議会から 派遣さ れた福祉・ 介護ス タ ッ フ と 共に、 災害時応

援協定に基づく 応援要請の手順の確認や、 要配慮者（ 役） への対応を 実施し た。

各部各班個別訓練

 災害対策本部の各部各班において、 ペッ ト 同行避難訓練や要配慮者移送訓練、 福祉避難所や医療救護所の開設・ 運営な

ど それぞれの班が課題に応じ た想定訓練を 実施。

1



1

事業名: 防災マス タ ー育成プロ グ

ラ ム
風 予 - 2

目的・ 概要 震 予 - 2

原 -

事業名: 水防訓練 風 予 - 4

目的・ 概要 震 -

原 -

2

3

消防団、 入庁３ 年目ま での職員を 対象と し て実施。

実施日: 令和６ 年６ 月９ 日（ 日） 　 ９ 時０ ０ 分～１ ２ 時１ ５ 分

場 所: 大文字公園

参加者: 113名

    令和４ ～６ 年度採用職員40名

　 　 　 　 消防団員66名、 危機管理部７ 名

訓練内容:

　 危機管理部職員が講師と なり 、 入庁３ 年目ま での職員に対し て水害と 水防についての防災講話を 実施。 その後、 消防団

員と 市職員合同で、 土のう 作成及び積み土のう 工法訓練を 実施。

　 災対法第48条、 水防法第32条及

び市地域防災計画に基づき 、 入庁ま

も なく 、 災害対応経験の浅い職員及

び消防団員に対し 、 防災技術の習得

及び防災意識の高揚を 図る も の。 防

災講話に併せ、 土のう 作成、 積み土

のう 工法の実技訓練を 実施。

危機管理課

危機管理課

小・ 中学校における 避難訓練

 小・ 中学校では、 訓練当日の土曜日を 開校日と し 、 午前中は防災についての授業など を 実施。 午後２ 時の訓練開始から

は、 校舎建物の状況確認や児童生徒の避難誘導と 安否確認など 、 災害時に学校がすべき 初動対応の訓練を 実施し た。

避難所開設・ 運営訓練（ リ アルＨ Ｕ Ｇ ）

　 避難所体験と 非常持出品の展示を 実施し 、 地震を 想定し た啓発を 行っ た。 地域住民、 大城小学校の教職員や児童・ 保護

者、 他学校教職員など 約150人が来場。

　 ま た、 体育館を 使っ た避難所運営ゲーム （ リ アルHUG） を 実施し 、 避難所開設時に想定さ れる 課題の抽出や対応策の検

討を 行い、 学校の体育館が避難所と なっ た際のレ イ アウ ト について教職員と 一緒に整理を 行っ た。

災害関係機関によ る 防災展示

 消防署・ 警察・ 自衛隊・ 国土交通省など の行政機関や、 NTTや九州電力、 西部ガス など のイ ン フ ラ 事業者、 グッ デイ や

ケーブルス テーショ ン 福岡、 三菱自動車など の災害時応援協定締結事業者、 計１ ４ 団体が参加。 月の浦小学校において

各々が趣向を 凝ら し た防災啓発展示を 実施し 、 来場者への啓発・ Ｐ Ｒ を 行っ た。

その他

 市内の幼稚園・ 保育所・ 認定こ ど も 園、 及び小・ 中学校、 筑紫中央高校に通う 児童・ 生徒の保護者を 対象に、 家庭で防

災について話し 合っ ていただく ための啓発チラ シを 配布し た。 （ 配布数15,600枚）

参加者総数　  : 13 ,620名

対象者: 市職員

参加者: 17名

内 容: おおむね年間10  時間（ 月２ 時間） を 活用し 、 講義やグループワ ーク 等を 実施。

当プロ グラ ム 修了者は、 防災士資格試験を 受験予定（ 令和７ 年２ 月実施予定） 。　 防災意識が高く 災害対策実務に必

要な知識・ 能力を 備えた職員を 育成

する こ と によ っ て、 行政全体と し て

の組織的な災害対策能力を 高める た

めに実施。

2



事業名: 各種防災訓練 風 予 - 2,5 ,12

目的・ 概要 震 予 - 2,5 ,11

原 -

事業名: 火災想定訓練 風 予 - 5

震 予 - 5

原 -

4

5

目的・ 概要

訓練実施日: 令和６ 年11月　 各班１ 回、 計６ 回

参加者: 各班の班長 （ 課長 職） 以下の職員　 計90人

訓練内容: 班ご と の個別訓練

　 　 ・ 本部班: 必要備品の点検・ 確認、 報告様式、 内容確認

　 　 ・ 応急救護班: 負傷者への聞き 取り 内容の整理

　 　 ・ 通報連絡班: 避難の呼びかけについての確認

　 　 ・ 避難誘導班: 誘導のシミ ュ レ ーショ ン

　 　 ・ 消火班: 水消火器を 用いた消火訓練

　 　 ・ 安全防護班: 防火設備の確認

　 市庁舎の火災等発生時に組織する

自衛消防隊の編成及びその活動につ

いて、 非常時に迅速な初動と 的確な

活動を 行う ために実施する 。

　 ま た、 あら ゆる 緊急事象発生時に

迅速かつ冷静に対処でき る 組織体制

と 職員一人ひと り の防火防災意識の

向上を 図る こ と を 目的と する 。

財産管理課

新規採用職員研修（ 令和６ 年４ 月２ 日）

　 新規採用職員に、 防災に関する 基本的な知識と 職員と し ての心構え等を 講義。

職員参集訓練（ 令和６ 年４ 月1 6 日）

　 大地震を 想定し た職員参集訓練を 実施し た。 （ 5:5 0参集メ ール配信）

災害対策本部設置運営訓練（ 震災編） （ 令和６ 年５ 月2 0 日）

　 大地震が発生し た場合の災害対策本部における 災害時の状況を 模擬的に体験し 、 庁内での情報共有や適切な対応を 迅速

に実施でき る よ う 、 状況付与型の訓練を 行っ た。

災害対策本部各部各班個別訓練

　 災害対策本部各部各班によ る 個別訓練を 実施し 、 訓練で出た課題等について対応マニュ アルに反映し た。

総合リ ス ク マネジメ ン ト 研修（ 令和６ 年７ 月2 6 日）

　 自然災害に限ら ない、 様々な危機事象に対し 、 適切な対応がと れる よ う 、 職員の危機管理に関する 総合的な知識の習得

を 目的と し て研修を 実施し た。

　 災害時の対応能力を 高める ため、

目的や対象等を 明確にし たう えで、

各種訓練を 実施。

危機管理課

3



事業名: 大野城心のふる さ と 館に

おける 総合避難訓練
風 予 - 5

震 予 - 5

原 -

事業名: すこ やか交流プラ ザにお

ける 防災訓練
風 予 - 5

震 予 - 5

原 -

目的・ 概要

目的・ 概要

7

6

実施日時: 令和６ 年10月21日（ 月） 　 10 : 00～11 : 30

参加者: 大野城心のふる さ と 館勤務職員全員

訓練内容: (1 )座学

　 　 　 　 　 　 　 ① 自衛消防隊の編成と 任務について

　 　 　 　 　 　 　 ② 消防設備について

　 　 　 　 　 　 　 ③ 電気器具類を 原因と する 住宅火災の現状（ 総務省消防庁）

　 　 　 　 　 　 　 ④ 電気火災を 未然に防ぐ ために（ 独立行政法人製品評価技術基盤機構）

　 　 　 　 　 　 　 ⑤ 電気火災に注意!

　 　 　 　 　 　 (2 )  消火設備の確認・ 放水訓練（ ３ 階～１ 階）

　 　 　 　 　 　 　 ① 消火設備の位置確認

　 　 　 　 　 　 　 ② 消火設備の誤作動と その解除方法

　 　 　 　 　 　 　 ③ ハロ ゲン 化物消火設備の操作方法

　 　 　 　 　 　 　 ④ 防火戸・ 防火シャ ッ タ ーの操作方法

　 　 　 　 　 　 　 ⑤ 消火栓の放水訓練

　 　 　 　 　 　 (3 )  複合火災受信設備・ 非常放送設備の操作方法

　 　 　 　 　 　 　 ① 複合火災受信設備

　 　 　 　 　 　 　 ② 非常放送設備

　 大野城心のふる さ と 館の火災等発

生時に組織する 自衛消防隊の編成及

びその活動について、 非常時に迅速

な初動と 的確な活動を 行う ため、 総

合避難訓練を 実施する も の。

　 ま た、 あら ゆる 緊急事象発生時に

迅速かつ冷静に対処でき る 組織体制

と 職員一人ひと り の防火防災意識の

向上を 図る こ と を 目的と する 。

心のふる さ と 館

実施日: 令和６ 年11月27日（ 部分訓練）

参加者: すこ やか交流プラ ザ勤務職員

部分訓練内容:

　 ・ 消火器・ 屋内消火栓・ 粉末消火設備の設置場所及び使用方法確認

　 ・ 非常用滑り 台を 使用し た避難誘導の想定訓練

訓練内容:

　 ・ 消火活動訓練　 　 ・ 通報訓練　 　 ・ 館内利用者の避難誘導訓練

　 ・ 重点書類等持ち出し 訓練　 　 ・ 水消火器を 使用し た消火訓練

※総合訓練は令和７ 年３ 月実施予定

　 すこ やか交流プラ ザにおいて、 年

２ 回の防災訓練を 実施し 、 災害時に

おける 諸活動の習熟を 図る も の。

健康課

4



事業名: 市立保育所における 避

難・ 防災訓練
風 予 - 1

震 予 - 1

原 -

事業名: 出前講座 風 予 - 1

目的・ 概要 震 予 - 1

原 -

事業名: 防災用品、 備蓄品展示 風 予 - 1

目的・ 概要 震 予 - 1

原 -

事業名: 防災パネル展 風 予 - 1

目的・ 概要 震 予 - 1

原 -

10

11

目的・ 概要

8

9

１ ． 令和６ 年6月24日～７ 月18日　 ま ど かぴあギャ ラ リ ーモール

　 出水期を 迎える にあたり 、 風水害から 命を 守る 情報を 展示。

２ ． 令和６ 年８ 月21日～30日　 ま ど かぴあギャ ラ リ ーモール

　 「 防災の日」 にあわせ、 災害全般についての情報を 展示。

３ ． 令和６ 年11月30日　 月の浦小学校

　 市民総ぐ る み防災訓練の防災啓発展示の一つと し て防災情報を 展示。

４ ． 令和７ 年３ 月11日前後　 ま ど かぴあギャ ラ リ ーモール（ 予定）

　 東日本大震災における 被災地復旧・ 復興を 願い、 震災の恐ろ し さ を 伝える パネル展を 実施。

　 市民を 対象に災害・ 防災に関する

情報、 知識の習得と 意識の高揚を 目

的と し て、 気象情報の見方や、 本市

の過去の災害履歴など を パネル展示

する も の。

危機管理課

各区自主防災組織: 4区で６ 回実施（ R7.1 .17時点）

その他: 22団体（ 大野城市居宅介護支援事業者連絡会、 民生委員・ 児童委員連絡協議会、 市内各小学校ラ ン ド セルク ラ

ブ、 中学生被災地派遣研修、 市内マン ショ ン の管理組合など ） に、 防災講座を 実施。

R7.1 .17時点で合計37回実施。

　 住民の自助、 共助の意識の高揚と

防災についての知識の習得を 目的と

し て、 各種出前講座を 実施。
危機管理課

　 令和６ 年度は、 ６ 月24日から 7月18日ま での防災啓発展示（ ま ど かぴあ） 及び、 11月30日の市民総ぐ る み防災訓練での

防災啓発展示（ 月の浦小学校） において防災用品及び備蓄品の展示を 実施し た。
　 各家庭や事業所での備蓄を 啓発、

推進する ため、 庁舎やま ど かぴあな

ど において、 備蓄品の展示を 行う も

の。

危機管理課

実施日: 避難訓練　 毎月１ 回/防災訓練　 水害・ 地震それぞれ年１ 回

対象者: 市職員（ 保育所職員） ・ 在園児

参加者: 約500名

（ 大野北保育所約200名、 大野南保育所約150名、 筒井保育所約150名）

場所: 大野北保育所・ 大野南保育所・ 筒井保育所（ 各園で個別に実施）

訓練内容:

　 月ご と にテーマを 決めて避難・ 防災訓練を 実施。 職員の役割や連携を 確認する と と も に、 児童に災害についての教育や

訓練の大切さ を 学ばせている 。

※私立保育所・ 認定こ ど も 園・ 小規模保育事業所でも 同様の訓練を 各園で実施し ている 。

　 福岡県児童福祉施設の設備及び運

営の基準に関する 条例第６ 条に基づ

き 、 月１ 回の避難訓練及び、 年１ 回

の風水害・ 地震等の防災訓練を 行う

も の。
子育て支援課

5



事業名: 災害活動等助成金 風 予 - 2

目的・ 概要 震 予 - 4

原 -

事業名: こ こ ふる ショ ッ プ 風 予 - 1

震 予 - 1

原 -

事業名: オリ ジナル防災ボト ルの

販売
風 予 - 1

震 予 - 1

原 -

12

13

14

目的・ 概要

目的・ 概要

被災地の特産品等の販売

 北東北三県福岡合同事務所、 熊本県福岡事務所と 連携し 、 みちのく 夢プラ ザ、 熊本県物産館、 七城メ ロ ン ド ーム など か

ら 商品を 仕入れて販売。 その売上利益の全額は、 被災地への寄付金と し て送金。 仕入担当者が商品展示会へ参加し 、 定期

的に販売商品の見直し 、 新商品の販売を 行う こ と で、 売上（ 寄付金） の拡大につなげている 。

募金箱の設置

 店頭に募金箱を 設置。 被災地特産品等の販売利益と と も に、 寄付金と し て送金する 。 令和６ 年１ 月から 東北地方・ 熊本

県に加えて能登半島への募金箱も 設置。

令和５ 年度実績

 寄付金額　 480 ,9 21円（ 東北地方397 ,416円、 熊本県52,676円、 能登半島30,829円）

　 東日本大震災及び熊本地震を 風化

さ せる こ と なく 、 被災地の一日も 早

い復興と ふる さ と 再生を 願い、 市民

一人ひと り が被災地に想いを 馳せる

機会を 提供する こ と を 目的と する 。 心のふる さ と 館

オリ ジナル防災対策ボト ルの作製と 販売

 災害時に役立つと 考える ①ウ ォ ータ ーボト ル、 ②アルミ ブラ ン ケッ ト 、 ③カ ラ ビ ナ、 ④ホイ ッ ス ル、 ⑤ラ イ ト の５ 点が

セッ ト になっ たボト ルに、 本市のキャ ラ ク タ ー（ 大野ジョ ー） のイ ラ ス ト を デザイ ン し 、 オリ ジナル防災対策ボト ル５ 点

セッ ト と し て、 令和３ 年11月から こ こ ふる ショ ッ プで販売。 ※販売数　 116個（ 令和６ 年12月11日現在）

　 なお、 防災対策ボト ルが完売と なっ たため、 さ ら に内容を 充実さ せた防災ボト ル７ 点セッ ト を 作製中。

　 各地で頻発し ている 地震や大雨な

ど に備える グッ ズと し て５ つの道具

がセッ ト になっ た防災対策グッ ズを

作製し こ こ ふる ショ ッ プで販売。 こ

こ ふる ショ ッ プでの「 被災地応援

フ ェ ア」 など 、 年間を 通し て防災に

関連する 取り 組みと し て販売する も

の。

心のふる さ と 館

令和６ 年度予算計上額420万円。

令和７ 年１ 月時点で、 13区に228万円を 執行見込。

その他、 7区から 助成金申請の予告あり　 平成18年度開始。 自主防災組織に

よ る 活動を 推進し 、 組織の活性化を

図る ために自主防災訓練や研修会な

ど の研鑽、 啓発活動に要し た経費の

３ 分の２ （ 但し 、 年間上限２ ０ 万

円） を 助成する も の。 なお、 防災資

機材等の購入については経費の全額

を 助成する 。

危機管理課

6



事業名: アス カ ーラ おでかけ教室

（ 男女平等推進セン タ ー

事業）

風 予 - 1

目的・ 概要 震 予 - 1

原 -

事業名: 中学生被災地派遣研修 風 予 - 1

震 予 - 1

原 -

２ ． 災害に強いま ちづく り

事業名: 戸別受信機（ 災害情報伝

達シス テム ） の貸与
風 予 - 11

目的・ 概要 震 予 - 14

原 -

17

事業名・ 目的・ 概要 内容およ び成果 記載箇所

　 災害等に関する 情報を 市民等に迅速かつ的確に伝達する こ と を 目的と し 、 令和４ 年度から 戸別受信機の貸与を 開始し

た。

　 令和６ 年12月現在、 申請者106人に戸別受信機の貸与を 行っ た。
　 災害情報伝達シス テム について、

戸別受信機の貸与を 行う 。 危機管理課

16

15

実施日: 令和６ 年６ 月15日（ 土） 10 :0 0～12 : 00

演 題: 南コ ミ ュ ニティ セン タ ー

参加者: 28名

テーマ: 「 災害時に温かく ホッ と する 防災食を 　 みんなでパッ ク ク ッ キン グを 知ろ う ! 」

講 師: 防災ほっ と キッ チン

　 　 　 （ 地域女性リ ーダー育成講座第２ 期修了生活動グループ）

内 容: 災害時にも 役立ち、 料理が苦手な方でも 簡単にでき る パッ ク ク ッ キン グを 体験し たり 災害等への日頃の備えを 学

習し ても ら っ た。

　 第５ 次大野城市男女共同参画基本

計画「 男女共同参画の視点を 取り 入

れた防災・ 災害支援体制の整備」 に

基づき 、 防災・ 災害時の避難所運営

など の啓発等で地域活動し ている 団

体に業務を 委託し て実施し た。

人権男女平等参画課

派遣研修実施日: 令和６ 年７ 月29日～令和６ 年８ 月１ 日

研修期間: 令和６ 年７ 月19日～令和６ 年11月30日

研修内容:

・ 岩手県　 大野城市が石碑建立に協力し た大船渡市吉浜地区への訪問と 交流、 釜石市立釜石東中学校への訪問及び生徒と

の交流、 陸前高田市元教育長 から の講話など

・ 宮城県　 気仙沼市と 南三陸町の震災被害の記録や震災物及び伝承館の見学、 震災復興祈念公園の見学及び講話など

・ 福島県　 帰還困難区域の残る 双葉町及び浪江町の視察、 原子力災害伝承館の見学及び講話など

報告会実施日: 令和６ 年10月11日～令和６ 年11月30日

内容: 中学生によ る 被災地派遣研修報告発表

成果: 中学生、 地域住民に向けた防災・ 減災に関する 啓発活動を 実施

　 東日本大震災の被災地である 岩手

県、 宮城県、 福島県に中学生10名が

訪問し 、 視察及び現地の方々と の交

流を 実施。 ま た、 研修後に学校と 地

域で研修の成果を 発表する 研修報告

会を 実施。

教育支援課

目的・ 概要

7



事業名: 路面下空洞調査事業 風 予 - 7

目的・ 概要 震 予 - 7

原 -

事業名: 橋梁長 寿命化修繕事業 風 予 - 7

目的・ 概要 震 予 - 7

原 -

事業名: 急傾斜地崩壊対策事業 風 予 - 10～11

目的・ 概要 震 予 - 8

原 -

事業名: 農業用ため池劣化状況等

評価事業
風 予 - 6

目的・ 概要 震 予 - 8

原 -

20

内容: 法枠工等の対策工事を 実施（ 平野台地区）

成果: 崩落等災害の未然防止や被害の最小化（ 減災） に寄与する 。

令和６ 年度施工範囲: 下端延長 L= 101m 、 面積A= 2,122㎡　 土砂災害防止法に基づき 土砂災害

特別警戒区域に指定さ れている 市内

急傾斜地について、 対策工事を 実施

し 、 災害を 未然に防止する も の。
建設管理課

○内容: 堤体等の劣化状況、 豪雨耐性およ び地震耐性の評価

○成果: ため池の安全性を 把握する こ と で、 対策工事の必要性を 判断し 、 被害の未然防止に寄与する 。

○令和６ 年度評価: 10池（ 令和５ 年度に９ 池実施済み）
防災重点農業用ため池に係る 防災工

事等の推進に関する 特別措置法に基

づき 、 市内19池の農業用ため池につ

いて、 劣化状況や地震・ 豪雨に対す

る 安全性を 評価する も の。

建設管理課

21

18

内容: 市内緊急輸送路、 避難路を はじ め、 市内全ての道路における 空洞調査およ び補修工事の実施

成果: 目に見えない路面下の状況を 把握する こ と で、 施設の健全な状態を 維持する ための日常管理を 実施する こ と が可能

と なり 、 防災基盤と し ての機能保持に繋がる 。

令和６ 年度調査: 市内生活道路６ 地区

　 （ 畑詰区、 仲島区、 山田区、 乙金区、 月の浦区、 つつじ ケ丘区）

　 市道の路面下の状況を 調査し 異常

の早期発見に努め、 補修改善する こ

と で市道の健全な状態を 維持し 、 防

災基盤（ 緊急輸送路、 避難路） と し

て機能保持を 図る も の。
建設管理課

19

内容: 市内橋梁の補修工事の実施

成果: 予防保全的に補修工事を 実施する こ と で、 施設の延命化が図ら れる 為、 施設の健全な状態が維持さ れ、 防災基盤と

し ての機能保持に繋がる 。

令和６ 年度補修工事橋梁: 瑞穂橋、 南ケ丘５ 号橋

　 今後も 継続し て、 補修工事を 実施。

　 市が管理する 橋梁について、 予防

保全的補修を 行う こ と で、 橋梁の健

全な状態を 維持し 、 防災基盤（ 緊急

輸送路、 避難路） と し ての機能保持

を 図る も の。

建設管理課

8



事業名: 日の浦池線整備事業 風 予 - 7

目的・ 概要 震 予 - 7

原 -

事業名: 中川久保線整備事業 風 予 - 7

目的・ 概要 震 予 - 7

原 -

事業名: 空き 家等異動調査業務 風 -

目的・ 概要 震 予 - 7

原 -

事業名: ブロ ッ ク 塀等撤去費補助

事業
風 予 - 7

目的・ 概要 震 予 - 7

原 -

25

撤去件数の目標（ 目標年次: 令和７ 年度）

　 300件の撤去件数を 目標と する 。

補助制度

　 撤去延長 （ ｍ ） ×８ 千円も し く は撤去費用の2/3のど ちら か低い額。 ただし 補助上限額は16万円。

過去の事業実績

　 令和５ 年度末ま での補助金交付件数（ 平成30年度～）  98件

　 令和６ 年度（ 11月末ま で） の補助金交付件数 ８ 件

啓発活動

　 指定避難所周辺において、 危険と 思われる ブロ ッ ク 塀等の所有者に対し て、 個別に制度の案内を ポス ティ ン グ。

　 地震等によ る 倒壊を 未然に防ぐ た

め、 危険なブロ ッ ク 塀等を 撤去する

費用の一部を 補助する も の。

生活安全課

23

○内容:

　 道路の整備（ 幅員13ｍ ）

○成果:

　 幅員13ｍ と し ての道路が共用開始と なり 、 避難路・ 緊急輸送路と し ての安全な道路が確保さ れる 。 （ 道路工事延長

L= 1300m ）

　 令和６ 年度は、 道路の用地取得およ び築造工事を 実施し た。

　 道路整備を 行う こ と によ り 、 防災

基盤（ 避難路・ 緊急輸送路） の機能

強化を 図る 。 公園街路課

22

○内容:

　 道路の整備完了（ 幅員17ｍ ）

○成果:

　 幅員17ｍ と し ての道路が共用開始と なり 、 避難路・ 緊急輸送路と し ての安全な道路が確保さ れる 。 （ 道路工事延長

L= 410m ）

　 令和６ 年度は、 盛土工事を 実施し た。

　 道路整備を 行う こ と によ り 、 防災

基盤（ 広域避難地へのアク セス ・ 緊

急輸送路） の機能強化を 図る 。
公園街路課

業務概要

　 本市が把握し ている 空き 家情報について、 居住や売却等によ っ て状況が変化し た家屋の調査を 毎年度行い、 その情報を

更新する も の。

空き 家把握研数

　 令和４ 年度　 441件

　 令和５ 年度　 512件

　 令和６ 年度　 現在調査中

　 発災時に迅速に対応でき る よ う 空

き 家等を リ ス ト 化する も の。

生活安全課

24

9



事業名: 耐震改修促進啓発事業 風 -

目的・ 概要 震 予 - 10

原 -

３ ． 各種災害別対策

事業名: 雨水整備事業 風 予 - 6

目的・ 概要 震 -

原 -

事業名: 瓦田浄水場浸水対策事業 風 予 - 29

目的・ 概要 震 -

原 -

事業名: 配水管等整備更新事業 風 -

目的・ 概要 震 予 - 7

原 -

28

内容: 瓦田浄水場において、 想定最大規模の降雨（ レ ベル２ ） によ る 浸水被害を 防ぐ ため、 外周部に止水壁等を 設置する

も の。

成果: 瓦田浄水場の浸水対策。　 ハザード マッ プにおいて浸水想定

区域内に位置する 瓦田浄水場の浸水

対策を 行う も の。
上下水道工務課

29

内容: 警固断層を 横断する 基幹管路（ 配水管） が非耐震管である こ と から 、 大地震に際し ては市民生活に大き な影響を 及

ぼすリ ス ク がある 。 そこ で、 令和7年度ま でに警固断層を 横断する 基幹管路の耐震化工事を 実施する も の。 （ Φ400　 Ｌ ＝

850ｍ ）

成果: 管路の耐震適合率（ 令和７ 年度ま でに91.5％）

　 管路の更新によ る 漏水事故の防

止、 配水管等の整備によ る 水供給の

安定性及び配水の効率性を 向上目的

と し 、 同時に耐震化を 図る 。

上下水道工務課

27

事業名・ 目的・ 概要 内容およ び成果 記載箇所

内容: 令和４ 年度に策定（ 見直し ） し た「 大野城市雨水管理総合計画」 に基づき 、 計画降雨（ 68ｍｍ /ｈ ） に対する 浸水被

害を 防止する と と も に、 超過降雨（ 95ｍｍ /ｈ ） でも 浸水被害を 軽減でき る よ う に雨水施設の整備を 行う も の。

成果: こ れま での事業によ り 超過降雨における 延べ浸水面積の減少

　 　 　 　 （ 筒井排水区　 24 .5ha⇒2.7ha ）

　 公共下水道事業計画に基づく 、 雨

水整備を 実施する と と も に、 近年増

加する 整備水準を 超える 降雨に対す

る 浸水対策を 実施する 。

上下水道工務課

26

耐震化率の目標（ 目標年次: 令和７ 年度）

　 木造戸建て住宅の耐震化率を 85％と する 。

補助制度

　 ①耐震改修補助（ 補助率50％、 補助上限額60万円）

　 ②除却（ 解体） 補助（ 補助率45％、 補助上限額60万円）

過去の事業実績

　 令和４ 年度末ま での補助金交付件数

　 　 ①耐震改修補助（ 平成25年度～） 　 71件

　 　 ②除却（ 解体） 補助（ 平成3年度～） 　 ４ 件

　 令和５ 年度（ 11月末ま で） の補助金交付件数

　 　 ①耐震改修補助　 0件

　 　 ②除却（ 解体） 補助　 0件

啓発活動

 広報紙にチラ シを 折り 込み全世帯に制度内容を 周知

　 大野城市耐震計画促進計画に基づ

き 、 旧耐震基準木造戸建て住宅のう

ち耐震性能が基準以下である 住宅に

ついて、 耐震改修又は建替を 促進す

る ため、 費用の一部を 補助する も

の。

生活安全課

10



事業名: 市庁舎新館４ 階非常用電

源等整備工事
風 予 - 13

目的・ 概要 震 予 - 12

原 -

４ ． 応急活動体制の整備

事業名: 大規模災害時応援協定の

推進
風 予 - 16

目的・ 概要 震 予 - 14

原 -

事業名: 災害情報等配信サービ ス 風 予 - 15

目的・ 概要 震 予 - 14

原 -

32

　 令和６ 年度は、 避難行動要支援者名簿登録対象者のう ち、 避難指示等の対象区域にある 世帯に案内を 行い、 登録者の拡

大に努めた。

※令和６ 年12月現在の登録総数: 1,6 12世帯　 災害時等に市が発信する 気象や避

難に関する 情報を 、 事前に登録さ れ

た電話に人工音声又はＦ Ａ Ｘ でお知

ら せする サービ ス 。

危機管理課

31

事業名・ 目的・ 概要 内容およ び成果 記載箇所

○災害等緊急事態時における 災害廃棄物等の処理の協力に関する 協定

　 筑紫地区５ 市・ 筑紫地区清掃事業協議会（ 令和６ 年３ 月１ 日締結）

○災害時における 応急対策用資機材の調達・ 設置等に関する 協定

　 大和産業株式会社、 稲尾産業株式会社、 株式会社ああすでい（ 令和６ 年９ 月30日締結）

　 株式会社レ ン タ ルのニッ ケン 福岡営業所（ 令和６ 年10月21日締結）

○災害時における 車両の移動等に関する 協定

　 有限会社吉田自動車、 エート ス 協同組合（ 令和６ 年10月10日締結）

※令和６ 年12月現在で、 53の協定を 締結。

　 大規模災害時における 市のみでは

対処でき ない事態に対応する ため、

他自治体や民間事業所等と の各種応

援協定を 締結する も の。

危機管理課

○工事期間　 令和６ 年10月11日～令和７ 年１ 月17日

○工事概要

　 ・ 新館４ 階に非常用電源の幹線工事及び分電盤設置

　 ・ 非常用電源照明の整備　 ９ 系統

　 ・ 非常用コ ン セン ト の整備　 10箇所

昨年度のレ イ アウ ト 変更にて新館４

階が執務ス ペース 化さ れたが、 非常

用電源が未整備であっ たため、 業務

継続計画に基づき 必要な非常用照明

及び非常用コ ン セン ト を 整備する も

の。

財産管理課

30
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５ ． 避難体制の整備

事業名: 災害用備蓄品購入 風 予 - 18・ 27

目的・ 概要 震 予 - 17・ 27

原 -

事業名: 備蓄計画見直し 風 予 - 27

目的・ 概要 震 予 - 27

原 -

事業名: 屋内運動場改修事業 風 予 - 18

目的・ 概要 震 予 - 17

原 -

事業名: 指定避難所空調整備事業 風 予 - 18

目的・ 概要 震 予 - 17

原 -

34

　 避難者数の推計や備蓄品目、 数量を 見直し 、 令和６ 年1月に改訂を 行っ た。

　 現在の備蓄計画は平成27年に改訂

し たも のであり 、 それから 年数が経

過し ている ため、 備蓄に対する 考え

方や避難者数、 備蓄品目など の見直

し を 実施する 。

危機管理課

35

実施年度: 令和６ 年度

対 象 者 : 市民（ 被災時の指定避難所である 小学校への避難者）

対象施設: 小学校屋内運動場10校（ 小学校全校）

整備内容: 空調設備の設置

設 置 率 : 令和６ 年度100％

※令和７ 年度、 全中学校の屋内運動場への空調設備整備を 計画し ている

　 指定避難所である 、 全小学校への

屋内運動場に空調設備を 整備し 、 避

難者の生活環境の改善を 図る と と も

に、 通常利用時の熱中症防止を 図る

ために実施。

教育政策課

33

事業名・ 目的・ 概要 内容およ び成果 記載箇所

　 備蓄計画の見直し を 行っ た際、 物品の調達について令和６ 年度～８ 年度で調達する 予定と し た。 令和６ 年度は、 ト イ レ

や水、 食料など 初動期に必要と 考えら れる 物品の調達を 行っ た。
　 地震等の大規模災害が発生し た場

合、 本市では最大15 ,500人程度の

避難者が見込ま れる こ と から 、

15 ,500人の１ 日分の食料品や生活

用品、 資機材を 市内５ 箇所に備蓄す

る も の。

危機管理課

対象者: 市民（ 避難者）

内 容: ４ 地区コ ミ ュ ニティ セン タ ーふれあいホールへの空調設備の設置（ コ ミ ュ ニティ セン タ ー全室場の空調設備設置

完了）指定避難所である コ ミ ュ ニティ セン

タ ーふれあいホールに空調設備を 整

備し 、 避難者の体調不良等の二次被

害の防止を 図る 。
地域行政セン タ ー統

括課

36
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６ ． 要配慮者等の支援体制の整備

事業名: 大野城市避難行動要支援

者支援制度
風 予 - 18・ 25

目的・ 概要 震 予 - 17・ 24

原 -

事業名: 避難行動要支援者見守り

マッ プの作成
風 予 - 18・ 25

目的・ 概要 震 予 - 17・ 26

原 -

7 ． 市民生活安定のための支援

事業名: ク ラ ウ ド 型被災者支援シ

ス テム 運用事業
風 復 - 6～

目的・ 概要 震 復 - 6～

原 -

8 ． 原子力災害対策

事業名: 小型放射線測定器によ る

定点観測
風 -

目的・ 概要 震 -

原 予 - 2

40

事業名・ 目的・ 概要 内容およ び成果 記載箇所

　 小型放射線測定器によ り 、 市内２ 箇所において月１ 回の空間放射線量率（ μ㏜/ｈ ） の定点観測を 実施し 、 データ を 蓄積

する と と も にその結果を ホーム ページ等で市民に公表し た。 （ 平成26年度よ り 継続実施）

観測場: 市役所南側駐車場、 南コ ミ ュ ニティ セン タ ー駐車場
　 小型放射線測定器によ り 、 市内放

射線量の定期測定を 実施する も の。 危機管理課

38

避難行動要支援者名簿に対応し た見守り マッ プを 、 民生委員・ 児童委員、 区長 、 区の組織に協力を 仰いで作成し ており 、

令和６ 年度ま でに14区で作成が完了する 予定。

ま た、 令和５ 年度から は、 避難支援の優先度が高いと 判断さ れた住民について、 避難先、 支援協力者、 避難ルート を 参加

者と 検討し 、 それら を 記載し た新たな個別の避難支援プラ ン を 作成し ている 。

実施し た区から は、 災害時に役に立つ等の肯定的な意見を いただいている ほか、 今の地域の支援体制に課題がある こ と が

分かっ たと いう 意見も いただいている 。

令和８ 年度ま でに28区で実施する 予定である 。

　 避難行動要支援者の状況に応じ て

支援の優先順位を 付し 、 各地区の地

図上に見える 化する こ と で、 限ら れ

た時間での有効的な避難支援につな

げる も の。

福祉サービ ス 課

39

事業名・ 目的・ 概要 内容およ び成果 記載箇所

　 被災者支援業務のう ち、 「 被災者台帳作成」 、 「 被害家屋認定調査」 、 「 り 災証明発行」 等の業務に関し て、 ク ラ ウ ド

型シス テム を 令和６ 年度よ り 稼働。 関係部班に対し て、 操作訓練等を 実施し ている 。

　 ま た、 他の災害業務においても 導入シス テム の活用を 検討する 。
多岐にわたる 被災者支援業務を デジ

タ ル技術で補完する こ と で、 被災者

支援を 迅速かつ効率に行う こ と を 目

的に運用する も の。

危機管理課

37

事業名・ 目的・ 概要 内容およ び成果 記載箇所

　 名簿情報を 年に１ 回更新する こ と と し ている 。

　 令和６ 年度は、 対象者17 ,999人に要支援の意思確認書兼個人情報開示同意書を 発送。 現在、 名簿を 更新中。

　 更新し た名簿及び個別避難計画については年度内に関係機関に提供予定。
　 平成26年度に策定し た「 大野城市

災害時避難行動要支援者支援計画」

に基づき 、 災害時に自力で避難でき

ない人を 地域で守る 仕組みの構築を

めざす。

危機管理課
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